
源泉所得税

（単位　千円）

　　　　　　　金額の所得税徴収高計算書」に基づいて作成した。

源 泉 徴 収 税 額

千円 

俸給、給料、賞与等 1,658,472,734

日 雇 労 務 者 の 賃 金 6,834,416

計 1,665,309,150

61,626,670

1,726,935,820

… 

1,748,878,223

1,798,275,651

1,922,231,067

2,345,352,664

　　　　　　成した。

譲 渡 利 益 金 額

信 用 取 引 等 23,054,985

転 換 社 債 等 2,269,760

そ の 他 上 場 株 式 等 151,409,330

　　　　　※　　　合　　　　　　　計 176,734,075

　　　　　※　　　12　　　年　　　分 400,573,855

　　　　　※　　　11　　　　　〃 469,408,325

　　　　　※　　　10　　　　　〃 119,836,905

　　　　　※　　　９　　　　　〃 147,323,715

人 員 支 払 金 額

　４－５　給与所得、退職所得の課税状況　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　人 千円 

12,038,050 39,887,054,282

退 職 所 得 406,793 2,857,968,190

　 給与
   所得

… 552,330,425

… 40,439,384,707

93,881,665

23,967,381

80,114,771

　 　　　※　　　10　　　 〃 … 40,004,101,710

　 　　　※　　　12　　年　　分 … 44,040,393,288

　 　　　※　　　11　　　 〃

　４－４　上場株式等の譲渡所得等の課税状況

源 泉 徴 収 税 額

調査対象等：給与等の支払者から平成14年４月30日までに提出された「法定調書合計表（給与所得の源泉徴収票、退職所得の源泉徴収
票）」及び平成13年２月から平成14年１月までに提出された「給与所得、退職所得等の所得税徴収高計算書」に基づいて作

調査対象等：平成13年２月から平成14年１月までに上場株式等の譲渡の対価の支払者から提出された「上場株式等の譲渡利益

35,346,815

30,281,866

453,952

4,610,997

29,464,743

　 　　　※　　　合　　　　　計

　　　　　　　　⑤非居住者に支払われる給与、給付及び役務の報酬の支払調書がある。

　（注）　この表の「人員」に関する部分は、標本調査に基づく推計値である。
用語の説明：１ 法定調書とは、所得税法の規定により税務署長に対して、その提出を義務付けられている資料をいい、原則として翌

年１月31日までに提出することになっている。法定調書の種類は多数にのぼっており、例えば、①利子等の支払調書、

　 　　　※　　　９　　　 〃 … 49,362,789,781

　２ 徴収猶予とは、通常の法定期限に徴収しないで一定の期間徴収手続を猶予することをいう。したがって、一定の期間
　　　　　　　　法定の納期限を延長する、いわゆる延納制度とは異なるものである。

②配当、剰余金の分配及び基金利息の支払調書、③報酬・料金・契約金及び賞金の支払調書、④給与所得の源泉徴収票、

… 43,297,352,897

災害減免法により徴収猶予したもの … … 

… 39,512,632,703


